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○吉川市住宅用太陽光発電設備設置事業補助金交付規則 

平成26年３月27日規則第５号 

改正 

平成26年４月７日規則第16号 

平成28年６月２日規則第37号 

令和３年３月30日規則第12号 

令和４年３月31日規則第27号 

吉川市住宅用太陽光発電設備等設置事業補助金交付規則 

（趣旨） 

第１条 この規則は、地球温暖化対策として再生可能エネルギー利用の促進を図るため、住宅用太

陽光発電設備等を設置する者に対し予算の範囲内で補助金を交付することについて必要な事項を

定めるものとする。 

（用語の定義） 

第２条 この規則において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

（１） 既存住宅 市内に所在し、住宅の品質確保の促進等に関する法律（平成11年法律第81号）

第２条第２項に規定する新築住宅でない１つの住宅からなる建物（店舗、事務所その他の住宅以

外の用途部分のある場合にあっては、住宅用部分の床面積が総床面積の２分の１以上を占めるも

の）をいう。 

（２） ＺＥＨ 外皮の断熱性能等を大幅に向上させるとともに、高効率な設備システムの導入に

より、室内環境の質を維持しつつ大幅な省エネルギーを実現した上で、再生可能エネルギーを導

入することにより、年間の一次エネルギー消費量の収支がゼロとすることを目指した住宅をいう。 

（３） 国ＺＥＨ補助金 国が実施するＺＥＨを対象とした補助金をいう。 

（補助対象設備） 

第３条 補助金の交付対象となる設備（以下「補助対象設備」という。）は、次に掲げる区分に応

じ、当該各号に定める要件を満たすものをいう。 

（１） 太陽光発電設備 

ア 太陽光エネルギーを太陽電池により直接電気に変換する設備であること。 

イ 発電設備における太陽電池モジュールの公称最大出力が１０キロワット未満であること。 

ウ 未使用品の既製品であること。 

エ 電力会社と電灯契約及び余剰電力の電力需給契約を締結することができるものであること。 
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（２） 定置用蓄電池 

ア 太陽光発電により発電した電力を必要に応じて活用することができるものであること。 

イ 設備を構成する蓄電池の蓄電容量の合計が１キロワット以上であること。 

ウ 未使用品の既製品であること。 

（補助対象者） 

第４条 補助申請を行うことができる者は、次に掲げる要件を満たす者とする。 

（１）市内に居住し、又はこの規則による補助金の交付申請の日の属する年度の末日までに市内に

居住する予定であること。 

（２）自ら所有し、かつ、自らの居住の用に供する既存住宅に補助対象設備を設置し、又はＺＥＨ

の新築に合わせて補助対象設備を設置すること。 

（３）地方税法（昭和25年法律第226号）第１条第１項第14号に定める地方団体の徴収金の滞納がな

いこと。 

（４）この規則及び吉川市住宅用太陽光発電設備設置事業補助金交付要綱を廃止する告示（平成２

６年吉川市告示第６９号）により廃止される前の吉川市住宅用太陽光発電設備設置事業補助金交

付要綱（平成２４年吉川市告示第５６号）により、同一の補助対象設備の補助金の交付を受けた

ことがないこと。 

（５）定置用蓄電池のみを設置する場合にあっては、既設の太陽光発電設備を有し、それと定置用

蓄電池を接続できる既存住宅を有する者であること。 

（補助金の額） 

第５条 補助金の額は、別表１のとおりとする。 

（補助金の交付申請） 

第６条 補助金の交付を受けようとする者は、吉川市住宅用太陽光発電設備設置事業補助金交付申

請書（様式第１号）に、別表２に掲げる書類を添付して、補助対象設備の設置工事完了後60日又

は補助対象設備を設置する住宅の所有権取得後60日のいずれか遅い日までに市長に提出するもの

とする。 

（交付決定及び額の確定） 

第７条 市長は、前条の申請書の提出があったときは、速やかにその内容を審査して補助金の交付

の可否を決定するものとする。 

２ 市長は、前項の規定により補助金を交付するとした者については、吉川市住宅用太陽光発電設

備等設置事業補助金交付決定・額確定通知書（様式第２号）により通知するものとする。 
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３ 市長は、第１項の規定により補助金を交付しないと決定した者については、吉川市住宅用太陽

光発電設備等設置事業補助金不交付決定通知書（様式第３号）により、通知するものとする。 

（補助金の請求） 

第８条 前条第２項の規定により交付決定・額確定通知書を受けた者は、吉川市住宅用太陽光発電

設備等設置事業補助金請求書（様式第４号）に必要な事項を記載の上、市長に提出するものとす

る。 

２ 前項の請求書には、交付決定・額確定通知書の写しを添付しなければならない。 

３ 市長は、前２項の規定により請求書を受けたときは、速やかに補助金を支払うものとする。 

（決定の取消し） 

第９条 市長は、補助事業者が偽りその他不正な手段により補助金の交付を受けたときは、当該補

助金の交付の決定を取り消すことができる。 

２ 前項により補助金の交付の決定を取り消すときは、吉川市住宅用太陽光発電設備等設置事業補

助金交付決定取消通知書（様式第５号）により交付の決定を受けた者に対して通知するものとす

る。 

（返還命令） 

第10条 市長は、補助金の交付の決定を取り消した者に対する補助金の返還命令は、吉川市住宅用

太陽光発電設備等設置事業補助金返還命令書（様式第６号）により行うものとする。 

（財産処分の制限） 

第11条 補助事業者は、補助事業により取得した補助対象設備を市長の承認を受けないで、補助金

等の交付の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸付け又は担保に供してはならない。ただし、

補助事業者が補助金の全部に相当する額を市に納付した場合又は減価償却資産の耐用年数等に関

する省令（昭和40年大蔵省令第15号）に定める耐用年数を経過した場合は、この限りでない。 

（補則） 

第12条 この規則に定めるもののほか、この補助金の交付に必要な事項は、市長が別に定める。 

 

別表１ 

補助対象設備 補助金額 

太陽光発電設備 
４キロワット未満 30,000円 

４キロワット以上 40,000円 

定置用蓄電池 50,000円 
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太陽光発電設備及び

定置用蓄電池 
100,000円 

 

別表２ 

既
存
住
宅 

申請者の住民票の写し(※) 

建物の登記事項証明書 

設置場所及び付近の図面 

工事請負契約書又は売買契約書の写し 

補助対象設備の規格が分かる書類 

設置工事に係る領収書の写し 

補助対象設備設置場所の設置前後の状態を示す写真（定置用蓄電池のみの補助を受

ける場合は、既設の太陽光発電設備の写真も添付） 

設置しようとする補助対象設備が未使用品と分かる書類 

市税等に係る納税証明書(※) 

電力会社との電力需給契約が確認できる書類の写し（定置用蓄電池のみの補助を受

ける場合は、不要） 

その他市長が必要と認める書類 

Ｚ
Ｅ
Ｈ
（
新
築
） 

申請者の住民票の写し(※) 

建物の登記事項証明書 

設置場所及び付近の図面 

補助対象設備の規格が分かる書類 

補助対象設備設置場所の設置後の状態を示す写真 

設置しようとする補助対象設備が未使用品と分かる書類 

国ＺＥＨ補助金の交付決定通知書及び額確定通知書の写し 

市税等に係る納税証明書(※) 

その他市長が必要と認める書類 

(※)交付申請者の個人情報の確認欄について同意があれば提出省略可 

 

附 則 

この規則は、平成26年４月１日から施行する。 

附 則（平成26年規則第16号） 

（施行日） 

１ この規則は、公布の日より施行する。 

（経過措置） 

２ この規則施行の日から平成26年４月30日までの間におけるこの規則による改正後の吉川市住宅

用太陽光発電設備設置事業補助金交付規則第６条第１項の適用については、同項中「設置工事完

了後30日まで」とあるのは、「平成26年２月１日以後に住宅用太陽光発電導入支援復興対策事業

実施細則（平成23年Ｊ―ＰＥＣ第1110―0058号）第11条の規定による交付決定の通知のあった設

置工事で市内に事業所を置く事業者が行ったものの完了後」とする。 
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附 則（平成28年６月２日規則第37号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（令和３年３月30日規則第12号） 

この規則は、令和３年４月１日から施行する。 

附 則（令和４年３月31日規則第27号） 

この規則は、令和４年４月１日から施行する。 
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（表面） 

様式第１号（第６条関係） 

年  月  日 

（宛先）吉川市長 

 

申請者 住 所 

    氏 名 

 

吉川市住宅用太陽光発電設備等設置事業補助金交付申請書 

 住宅用太陽光発電設備等設置事業補助金の交付を受けたいので、吉川市住宅用太陽

光発電設備設置事業補助金交付規則第６条の規定により、関係書類を添えて、下記の

とおり申請します。 

 

記 

１ 設置場所の地名地番 吉川市 

２ 設置する家屋の区分 既存住宅 ・ 新築（ＺＥＨ） 

３ 設置する設備 太陽光発電設備 ・ 定置用蓄電池 

  （太陽光発電設備設置の場合：公称最大出力  ｋｗ） 

４ 交付申請額 円 

５ 設置工事日 着工年月日   年  月  日 

  完了年月日   年  月  日 

６ 添付書類 裏面のとおり 

 

※裏面に記載する添付書類のうち「申請者の住民票の写し」及び「市税等に係る

納税証明書」は、次の個人情報の確認について同意いただいた場合は、提出を

省略できます。 

個人情報確認欄 

私は、住宅用太陽光発電設備等設置事業補助金の交付申請にあたり、私に関する

「住民登録」及び「市税等の納税状況」に関する情報を、市が確認することに同

意します。 

 

   住所             氏名            
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（裏面） 

既
存
住
宅
に
係
る
添
付
書
類 

□ 申請者の住民票の写し(※) 

□ 建物の登記事項証明書 

□ 設置場所及び付近の図面 

□ 工事請負契約書又は売買契約書の写し 

□ 補助対象設備の規格が分かる書類 

□ 設置工事に係る領収書の写し 

□ 
補助対象設備設置場所の設置前後の状態を示す写真（定置用蓄電池

のみの補助を受ける場合は、既設の太陽光発電設備の写真も添付） 

□ 設置しようとする補助対象設備が未使用品と分かる書類 

□ 市税等に係る納税証明書(※) 

□ 
電力会社との電力需給契約が確認できる書類の写し（定置用蓄電池

のみの補助を受ける場合は、不要） 

□ その他市長が必要と認める書類 

Ｚ
Ｅ
Ｈ
（
新
築
）
に
係
る
添
付
書
類 

□ 申請者の住民票の写し(※) 

□ 建物の登記事項証明書 

□ 設置場所及び付近の図面 

□ 補助対象設備の規格が分かる書類 

□ 補助対象設備設置場所の設置後の状態を示す写真 

□ 国ＺＥＨ補助金の交付決定通知書及び額確定通知書の写し 

□ 市税等に係る納税証明書(※) 

□ その他市長が必要と認める書類 

(※)交付申請者の個人情報の確認欄について同意があれば提出省略可 
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様式第２号（第７条関係） 

第      号  

年  月  日  

 

 様 

 

  

吉川市長         印    

 

 

吉川市住宅用太陽光発電設備等設置事業補助金交付決定・額確定通知書 

 

年  月  日付けで申請のあった住宅用太陽光発電設備等設置事業補助金に

ついては、吉川市住宅用太陽光発電設備等設置事業補助金交付規則第７条第１項の規定に

より、下記のとおり交付を決定したので、通知します。 

 

記 

 

交付決定・確定額         円 

 

 

  



9/12 

様式第３号（第７条関係） 

第     号  

年  月  日  

 

 様 

 

 

吉川市長          印     

 

 

吉川市住宅用太陽光発電設備等設置事業補助金不交付決定通知書 

 

    年  月  日付けで申請のあった住宅用太陽光発電設備等設置事業補助金につ

いては、吉川市住宅用太陽光発電設備等設置事業補助金交付規則第７条第１項の規定によ

り、下記の理由で不交付とするので、同条第３項の規定により通知します。 

 

記 

 

 

（理 由） 
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様式第４号（第８条関係） 

 

吉川市住宅用太陽光発電設備等設置事業補助金請求書 

 

 

請求金額          円 

 

 

    年  月  日付け 第  号で額の決定のあった住宅用太陽光発電設備等

設置事業補助金を下記のとおり請求します。 

 

記 

 

年  月  日 

 

 

 

 

 （宛先）吉川市長 

 

 

 

 

 

補助対象 
住   所  

氏   名                  ㊞ 

振 込 先 

金融機関名 

銀  行      本 店 

信用金庫      支 店 

農  協      出張所 

預 金 種 別 普通・当座 口座番号  

口 座 名 義 
フリガナ  

氏  名  
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様式第５号（第９条関係） 

 第     号  

年  月  日  

 

          様 

 

 

吉川市長          印  

 

 

吉川市住宅用太陽光発電設備等設置事業補助金交付決定取消通知書 

 

    年  月  日付けで決定した住宅用太陽光発電設備等設置事業補助金につ

いては、吉川市住宅用太陽光発電設備等設置事業補助金交付規則第９条第１項の規定によ

り、下記のとおり交付の取消しを決定したので、通知します。 

 

記 

 

 

１ 取消年月日    年  月  日 

 

２ 取消理由 
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様式第６号（第１０条関係） 

 第     号  

年  月  日  

 

          様 

 

 

吉川市長          印  

 

 

吉川市住宅用太陽光発電設備等設置事業補助金返還命令書 

 

    年  月  日付け 第  号で交付決定を取り消した住宅用太陽光発電設

備等設置事業補助金については、吉川市住宅用太陽光発電設備等設置事業補助金交付規則

第１０条の規定により、次のとおり返還を命じます。 

 

記 

 

 

１ 補助金の返還すべき金額         円 

 

２ 返還期限          年  月  日 

 

３ 返還を命ずる理由 

 

４ 返還方法 

 


